
 

 

 

 

 

 東日本大震災から１年１０ヶ月。被災地に２度目の冬が訪れています。復興

庁が１２月に公表した「復興の現状と取組」によりますと、死者は１万５８７

８人、行方不明者は２７１３人。震災による負傷の悪化等により亡くなられた

方などの震災関連死は２３０３人。避難者は約３２万１千人、避難生活をして

いる方は１５９人。国、県、市町が一体となって復興に向けた取組を行ってい

ますが、被災した方々の生活再建への道のりには課題が山積みです。県内、市

内にも被災地から移ってきた方々がたくさんいます。３２万人の犠牲者を出す

とされる南海トラフの巨大地震が想定されるなか、これからも被災地を忘れず

に、自分たちのまちをどうするのか、皆さんと一緒に防災対策の推進を図って

いきたいと考えています。 

 

自主防災組織とは？ 

下田市では、すべての地区で自主防災組織が設立されています。「自主防災組

織」というと、大変なことをしなければいけないと感じる方もいらっしゃるか

もしれませんが、皆さんの日常生活を振り返ってみてください。それぞれがご

家庭で暮らしながら、地域で共通することは、町内会や自治会などの組織を通

じて活動していませんか？こうした地域に根ざした組織の活動の中に「防災」

という観点も取り入れることが、自主防災組織活動なのです。 

自主防災活動はなぜ必要？ 

 阪神・淡路大震災では、生き埋めや建築物などに閉じ込められた人のうち、

生存して救出された約９５％の方は、自力または家族や隣人などに助けられま

した。生存者を救出できたのは、大部分が３日目まででした。（日本火災学会報告書より） 

  このような傾向は他の地震でもみられ、地震発生から最初の３日間は、人命

を救助するためには非常に重要です。人命救助に最も大切な地震発生後３日間

を中心に、国、県、市町、関係機関は、人命を救う応急活動を最優先に行いま

す。しかし、南海トラフの巨大地震では、県内の広い範囲で被害が発生し、公

的な救助活動が被災地全体に行き渡らないことも想定されます。そのためにも

地域で助け合って救助活動を行うことが重要となります。また自主防災組織は、

避難生活が始まった場合でもコミュニティを保ちながら助け合って生活してい

く基礎になります。下田市では、南海トラフの巨大地震などの大災害のほか、

さまざまな災害が起こる可能性があります。いつ起こるかわからない災害に備

えて、自主防災組織の活動に皆さんで参加しましょう。 
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津波の高さによってどのような被害が発生するのですか？ 

 家屋被害については、建築方法等によって異なりますが、木造家屋では浸水

１ｍ程度から部分破壊を起こし始め、２ｍで全面破壊に至りますが、浸水が５

０ｃｍ程度であっても船舶や木材などの漂流物の直撃によって被害が出る場合

があります。下表の津波波高（ｍ）は、船舶・養殖筏など海上にあるものに対

しては概ね海岸線における津波の高さ、家屋の防潮林など陸上にあるものに関

しては、地面から測った浸水深となっています。 

 

＊気象庁ＨＰより 

朝日小学校の６年生が夜間に防災訓練を行いました 

 朝日小学校６年生２０人が、緊急時 

に避難する学校の裏山（多景山）の頂 

上に登り夜間の防災訓練を行いました。 

冬の夜の山中という状況のなか、新聞 

紙やごみ袋を使い、自分たちで考えた 

防寒対策を実際に試しました。児童か 

らは「意外に暖かい」「長い時間は大丈 

夫だろうか」などの感想がありました。 
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